
地方分権フォーラム2012

次第

15 : 00'" 17 : 30 
6階情文ホール

時:平成24年 2月6日(月)

場:横浜情報文化センター

催:神奈川県

催:神奈川県市長会、神奈川県町村会

援:総務省、全国知事会、自治体学会

日

会

主

共

後
s 

~ 

祐治

開会・主催者挨拶

白石黒神奈川県知事

基調講演

々テーマ:今、改めて地方分権を考える

講演者:石原信雄氏(財団法人地方自治研究機構会長)
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パネル討論

テーマ r地域主権の医療」実現に向けた地方分権改革の役割
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氏(一橋大学大学院教授)

氏(国際医療福祉大学大学院長)

氏(日経BP社日経メデイカル編集委員)
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子宮小

コーディネーター:黒岩
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<配布資料>

・資料 1 医療分野における国の規制例

・資料2 r医療のグランドデザイン・中間とりまとめ」の概要

・資料3 京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区の全体概要

・地方分権出前講座案内チラシ

-アンケート



l出演者プロフィール(敬称略o
O基調講演者

石原信雄(いしはらのぷお)

財団法人地方自治研究機構会長

自治省(現 J総務省)財政局長、自治事務次官、内閣官房副長官(竹下内閣

から村山内閣)などを歴任。現在、財団法人地方自治研究機構会長のほか社団

法人日本広報協会会長、財団法人日本法制学会会長などを務める。

著書に f権限の大移動ー官僚から政治家ヘ、中央から地方へ」、 r21世紀

の地方自治を語る一分権型社会を担う人々へJなど。

0パネリスト(五十音順)

井伊雅子(いいまさこ)

一橋大学大学院教授

ウィスコンシン州立大学マディソン校経済学部博士課程修了 (P"h.D.)。世

界銀行調査局研究員、横浜国立大学経済学部助教授などを経て現職。専門は公

共経済学、社会政策。元内閣府地方分権改革推進委員会委員。

著書に「アジアの医療保障制度J、 「成長産業としての医療と介護一少子

高齢化と財源難にどう取り組むかJ (共著)など。

金簿一郎(かなざわいちろう)

国際医療福祉大学大学院長

神経内科医。東京大学医学部付属病院長、国立精神・神経センター総長、日

本学術会議会長などを歴任。現在、国際医療福祉大学大学院長のほか宮内庁皇

室医務主管、東京大学名誉教授などを務める。

著書に「今日の診断指針」、. r内科学」など。

北津京子(きたざわきょうこ)

日経BP社日経メデイカル編集委員

日経マグロウヒル社、マガジンハウスを経て現職。英国ロンドン大学公衆衛

7生学・熱帯医学大学院修士課程終了(公衆衛生学専攻)。

著書に「患者のための医療情報収集ガイドJ、 「患者のための『薬と治験』

入門j.など。

黒岩祐治(くろいわゅうじ)

神奈川県知事

フジテレビジョン報道局解説委員・ 「報道 2001Jキャスター、国際医療福祉-

大学客員教授などを経て、 2011年4月から現職。フジテレビジョジ在職時に展

開した救急医療キャンペーンが救急救命士誕生に結びつく。

著書に「情報から真実をすくい取るカJ、 「救急医療にメスJなど。
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資料1

医療分野に掛ける固ぬ規制例

地域の実情に応じた医療モデルを構築するためには、地域

のことは地域で決められるようにすることが必要です。

しかし、医療分野では、例えば、以下のような園の規制が設

lけられており、地域の実情に応じた医療の提供が難しくなる

場合があります。

1病床規制

・地域ごとに望ましい病床数(基準病床数)は医療法などに基づき全国一

ー律の算定方法が定められている。

-救急、周産期、小児等の政策医療に必要な病床が不足している場合に

は、厚生労働大臣の同意を得て病床を増やすことができるが、同意を得

るまで時間を要する。

2 医師の養成
・大学医学部の定員は文部科学省が定めており、近年、既設医学部の定

員増がなされている。しかし、地域における医師養成数の偏在は解消さ

れておらず、格差拡大の懸念もある。

・医師を短期間に養成するのは不可能であり、現在、限定的に定員増で

対応しておりよ医師不足が顕著な都道府県が医学部を新設しようとしても、

現行制度ではできない。

3病院従業者の配置

・一つの病院に薬剤師、看護師など特定の病院従事者を何人配置するか

の基準は都道府県の条例で定めることができる。-

・しかし、その基準は予め国が定める基準に従うべきことが法律で定めら

れており、実質的に都道府県が決めることはできない。

4 医療従事者の職域

‘・医療の高度化、専門化、複雑化などにより、看護師や薬剤師など、各職

種の専門性の更なる活用や職域拡大が求められている。

・しかし、職種によって実施可能な行為が法律で一律に規定されていたり、

実施可能な行為が不明確であるなど、各職種が十分に活用されていない

ことが課題である。



<参考神奈川県の人口ピラミッド>
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資料2

r医療@ゲ弓〉ド号ザイ〉・中間と‘i 号Þ~.J
c;)柵事'

. 神奈川県では、県の医療施策推進の基本理念と、将来のあるべき姿を

示し、現在の課題と課題解決の方向性を明らかにするため、「医療のグラン

ドデザイン」の策定に向けた検討を進めています。

検討は、「地爆に根ざした医療J、「聞かれた医療と透明性の確保」忍び

「病気にならない取組みの推進(健康づくりの推進)Jの3つの視点から、そ

れぞれテーマを設定して進め、平成23年12月に「中間とりまとめ」を行いま

した。以下はその概要です。

1 目指すべき医療の盗

「医療の先進県・マグネットかながわJ

医療の先進県として、住民や医療従事者を引きつけ、相互に理解し、

みんなでつなぐ、 「いのち」輝く神奈川県

2 目指すべき医療の盗の実現に向けて推進する主な取組み

'う:按の麗軍言京守宅f言; 場2fFN叫韓:J~l明基詩!、標与野区杭切三こ区軽量j;i13星野蒜議襲撃事計:罫;き
-二次保健医療圏(※1)ごとの重点的な取組み

救急医療の
-救命率向上の取組み
-特殊救急の取組み

充実
-精神疾患と身体疾患を合併する救急の取組み

効率的

-高齢者救急の取組み

医療資源の -二次保健医療圏ごとの方向性と公立・公的医
適正配置・ 療機関の役割
地域偏在是 -病床規制への対応
正 .rかかりつけ医Jや「総合医」の重要性

-施設聞の連携

医療と介護
-効率的な在宅医療提供体制の整備

療医 -地域医療連携クリティカルパス(※2)の介護への導入
の連携・在 -有床診療所の活用
宅医療の推 -認知症対策
進 -重症心身障害児等への対策

-最終末期治療の自己決定

災害時医療
-災害時医療体制の見直し

体制の整備



機 :婿提 も鴻ぜ{がれ員二三主三吾妻密主主義民主
医師の養成・確保

-医師養成の方法

-短期的な対応策

連鎖 看護師等医療人
-医療人材確保の方向性

-看護職員の確保への取組み. 
材の養成・確保

協働
-薬剤師の確保への取組み

職種関連携ィ職域 1 -チーム医療(※3)推進の方向性. 
た 律の自 拡大、チーム医療 -チーム医療推進に向けた取組み

療医
推進 -職域拡大への対応

吋療医 -県民の医療に対する理解と参画促進の

続き
進の推

必要性-
. 

県民の医療に対-
-・学校教育における取組み

、ー" する理解と参画の
-不要不急の受診抑制に対する取組み

促進
-病院と地域住民の相互理解を深める

取組み

書4包R括堵r 報医

ICTを活用した医

透盟t::J:.抗嬰た

療情報の医療提

供施設・患者聞の .rマイカルテJ(※4)導入の推進

共有とセルフケア
の の推進

皇保霊腐と
様化択肢治療

西洋医学と東洋医

-学の連携などによ -東洋医学の理解促進、普及啓発

の多選の る治療の選択肢 -国際戦略総合特区(※5)の取組み'

の多様化ー '. 

霊mztれ取い病気に 有躍 健康害
朱病(※6)を治す -医食農同源の取組み‘

取組み -食生活改善、食育の取組み

予防接種の促進‘
-予防接種の啓発・勧奨の取組み

のな -定期的な協議の場の検討

(※1)二次保健医療圏・・・一般的な入院医療への対応を図り、保健・医療・福祉の連携した総合的な
取組みを行うために市区町村域を超えて設定する圏域のこと。

なお、「一次保健医療圏Jは、初期医療を提供していくための最も基礎的な地域単位であ
り、市区町村を区域としている。
また、「三次保健医療圏」は、高度・特殊な専門的医療や広域的に実施することが必要な

保健医療サービスを提供するために設ける圏域で、県全域を範囲としている。

(※2)地域医療連携クリテイカルパス・・・急性期病院から回復期病院を経て早期に自宅に帰れるよう

な診療計画を作成じ、治療を受けるすべての医療機関で共有して用いるもの。

(※3)チーム医療・・・一般的に、医療に従事する多種多様なスタッフが、各々の高い専門性を前提に、
目的と情報を共有し、業務を分担しつつも互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対・
応した医療を提供することをいう。

(※4)マイカルテ・・・ここでは、情報通信技術を活用した医療情報の共有方法として、各個人が受診
する医療提供施設等の自己医療情報を携帯電話等で閲覧できるものを指す。

(※5)国際戦略総合特区・・・我が国の経済成長のエンジンとなる産業・機能の拠点形成等による国際
競争力の強化を図る特区。平成23年12月、神奈川県は横浜市・川崎市とともに「京浜臨海部
ライフイノベーション国際戦略総合特区Jの指定を受けた。特区の概要は「資料3Jのとおり。

(※6)朱病・・・疾病の症状が現れる前の状況で漠然とした愁訴を訴えている状態のこと

f〆



京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特E

l実現を図る目標|
個別化・予防医療時代に対応したf
健康関連産業の創出

<政策課題1> I園盛iく解決策1> 
個別化・予防医療 健診データを活用し

を実現するための 疋横体パンク・検体

健康情報等のデー 情報ネットワークの

タベース構築 整備

<政策課題2>lriiiiioi弘 rvF 

国際共同治験の推
く解決策2>

進によるドフッグ
革新的な医薬品・医療

フグ・デバイスフ
機器の新疋な評価・解

グの解消と圏内製
決手法の確立と国際共

日のアジア市場ヘ
同治験の迅速化

の展開 -
<解決策3>

<政策課題3>圃・惨lニーズ主導の
マッチングによる

大学等の優れだ要
v 

ベンチャー企業等
素技術の産業化と の創出・産業化
既杏産業の医療・
健康分野への展開

0海外の研究、医療機関等との連携推進
0国際展示会への出展・ t"~. ネスマッチYゲ支援
o Face-to-FaceJミュニケ一泊y以刊の実現
0拠点地区を中山としたnwr-基盤強化

0横{本情報ネ
解析センタ

0診断支援事
展開

0神奈川県立
産学公連携
(テーラーメード医

0羽田空港を:
ネットワ←

0レギュラトリーサイ
(国際標準獲:

Opre-PMDA ( 
o (仮称)健!
(拠点と市民1

11 10フイフイノf

よるペンチ1
グ、育成を2
促進)
医療二-rとE
医工連携事量
-産業界の:
-3丘E台、毎立日尽 Jハ晶;ロ

川崎、大田E
京浜臨海部。

① 再生医療
③ 公衆衛生 t



Eの創出と成長を促進

新川崎 ・
産総研(江東区)• かながわサイrJf..l¥。ーク

K SP、 KAST

! 第一三共(品)11)• 

区
.4大学ナノ・マイクロフアプリケーショ
ンコンソーシアム C*1) 
慶I@大、早稲田大、東工大、東大

!生堂

w • 
1
1
 

女羽田空港
2010年1，0月国

殿町国際競争拠点

(キングスカイフロント〉
実中研再生医療・新薬開発センター
健康安全研究センター〈仮称〉

末広拠点
(横浜サイエンスフロンティア〉
理化学研究所 (償浜市〉
0ゲノム医科学研究
O免疫 ・アレルギー科学研究
Oオミックス基盤研究など

横浜市立大学鶴男キャンパス
0大学院生命ナノシステム科学研究科

横浜パイオ産業センター
0バイオ関連企業向11 If '-- .. 
賃貸型研究開発施設 E掛樟".1 !:!~ 

横浜バイオ医薬品研究開発センター
OGMP基準!こ準拠した治験禁原薬の受
託製造施設



資料3
の全体概要

会ローバJレ企 業 に よる革新的医薬品・医療機器の開発・製造と-~~C!:: 

l告5251
. 三7重百DL~司r 

-新産業創出

アんセンターを中山としだ 作一特 I~I
-対内直接投資

-雇用創出
二よるがん臨床研究の推進 保箔健置指導に係る特

-法人税額
票実現に向けだ研究推進〉

0特定保健用食昂に

5用しだアジア最大のの臨床 111おける許可基準の緩
7の構築(国際共同治験〉 和

)7..研究拠点のネットワーク化事業

到こ向けだ研究機能連携〉 0医薬品・医療機
薬事京認審査事前相談機能〉 の承認手続に係
ミ安全研究センター の特例箔置 <全国へ〉
i活を支える感染症対策等〉

0ヒ卜幹細胞を用

ーシヨンコ引
一企業等の創出(マッチン 速に実施するため

導し、機動的な資金供給を の特例措置

的万一rのWチYゲを推進する 0医療機器の承認

(現揚二-rと研究者、研究者 手続における医師

げYゲ(30以上の研究実績)) 企業連携による

医工連携の推進(県、横浜、 研究の容認

などの連携による事業推進) 0外国人医師、研 医薬品 ・医療機
技術を活用した東北地方B 究者、その家族等 器 の 開 発 ・ 製 造

監 -一一 の出入国に係る特
と健康関連産業例指置

事海部で取組む
0総合保税地域の

の創出
β柱 (3分野〉 指定及ひψ保税展示

②がん・生活習慣病 I震の要件緩和

予防医学



先端研究機関・企業の集積と特区構想拠点

-我が園の経済を牽引してきた京浜臨海部の産業構造が転換
-ライフサイエンス分野の企業や大学・研究機関等が立地し、新産

や

慶膝義塾大学(新宿) 企
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良

Jヲ

、

ヘヘ』園、

- 企業・研究所

企大学

A 主な病院

口その他

福浦拠点
横浜市立大学医学部・
附属病院
先端医科学研究センター


